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の ぞ み 園 運 営 の 条 件

項目等 内容等

管理者（児童発達

支援、放課後等デ

イサービス、保育

所等訪問支援）

①障害児通所支援（児童発達支援、放課後等デイ

サービス、保育所等訪問支援をいう。以下同じ）

または障害児入所支援を提供する事業所におい

て、通算５年以上の実務経験があり、障害児通所

支援に関する知識や技術を習得している者を配

置すること。

②管理者又は管理者に準じた経験（事務長や施設

長など、組織におけるリーダー及びマネジメント

の経験）を有している者が望ましい。

③配置人数は１名とし、常勤であること。

児童発達支援管理

責任者

①障害児通所支援または障害児入所支援を提供

する事業所において、通算３年以上の実務経験が

ある者を配置すること。

②配置する職員は、次の研修を修了した者である

こと。

・サービス管理責任者等基礎研修

・サービス管理責任者等実践研修

③配置人数は１名とし、常勤であること。

④管理者（児童発達支援、放課後等デイサービス、

保育所等訪問支援）とのみ兼務して差し支えな

い。

児童指導員または

保育士（リーダー

及びサブリーダー

）

①障害児通所支援または障害児入所支援を提供

する事業所等において、通算３年以上の実務経験

がある者を、リーダー及びサブリーダーとして配

置すること。

②配置人数は各１名とし、専任かつ常勤であるこ

と。

児童指導員または

保育士

①障害児通所支援または障害児入所支援を提供

する事業所等において、通算１年以上の実務経験

がある者を配置すること。

②配置人数は、児童福祉法に基づく指定通所支援

の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平

成 24年厚生労働省令第 15号）に規定する従業
者の員数（※）以上の数とし、専任かつ常勤であ

ること。
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※定員２０名のため、リーダー及びサブリーダー

を除き２名。

③②の員数を超える数を配置する場合、当該超え

る数の職員については、実務経験の有無を問わな

い。

機能訓練担当職員

（心理師）

①臨床心理士または公認心理師の資格を有する

職員を配置すること。

②心理に関する支援を要する児童の状況に応じ

て、心理状態の観察や分析、保護者への助言、指

導等を行う。

③配置人数は１名とし、専任かつ常勤であるこ

と。

機能訓練担当職員

（理学療法士）

①理学療法士の資格を有する職員を配置するこ

と。

②身体機能に障がい等のある児童の状況に応じ

て、運動やマッサージ等の理学療法を行う。

③配置人数は１名とし、専任かつ常勤であるこ

と。

機能訓練担当職員

（言語聴覚士）

①言語聴覚士の資格を有する職員を配置するこ

と。

②音声機能や言語機能に障がい等のある児童の

状況に応じて、月に２回程度、言語訓練や指導等

を行う。

②配置人数は１名とし、他の事業所等との兼務を

妨げないが、園で業務に従事する時間においては

専任であること。

管理者

（障害児相談支

援）

①配置人数は１名とし、常勤であること。

相談支援専門員 ①配置人数は１名以上とし、常勤であること。

②管理者（障害児相談支援）とのみ兼務して差し

支えない。

事

業

所

の

概

要

開園時間 午前９時００分から午後５時３０分まで

休業日 (１)日曜日及び土曜日

(２)国民の祝日に関する法律(昭和２３年法律第

１７８号)に規定する休日

(３)１２月２９日から翌年の１月３日まで
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(４)上記のほか市長が特に必要と認めた日

利用定員 １日あたり２０名

受入年齢 ①児童発達支援：６歳までの未就学児

②放課後等デイサービス：６歳から１２歳までの

就学児

※理学療法士の機能訓練については、１８歳に達

する日以後の最初の３月３１日まで

サ

｜

ビ

ス

内

容

等

個別療育 児童の心身の状況に応じて、日常生活における基

本的動作の指導等を保護者と一緒に行う。

集団療育 集団生活に適応する力を養う。

機能訓練 児童の心身の状況に応じて、日常生活を送るのに

必要な機能の回復またはその減退を防止するた

めの訓練を行う。

保育所等訪

問支援

保育所等に通う児童のうち、集団生活に適応する

ために専門的な支援を必要とする場合、保育所等

に訪問して児童や訪問先施設の職員に対する支

援を行う。

行事 お誕生会やバス遠足等、現行の取組を継続して実

施するほか、児童の発達に応じて、特色ある療育

事業等、内容の充実に取り組むこと。

その他 ①児童の保護者に対して、医療・福祉・教育・生

活等の相談や家庭内等での療育方法の指導を行

う。

②中核子ども発達支援センターとして、発達支援

が必要な児童、その保護者又は関係機関からの相

談等の総合的援助を行う。

利用料 利用日数に応じて積算された額のうち、１割を上

限とする額。

※市が保護者に通知して徴収する。

上記以外 保護者に上記以外の費用負担を求める場合は、市

と事前協議した上で、受託事業者と保護者で十分

協議し、保護者の了解のもとに決定すること。

給食 給食は行わない。

苦情等の対応 保護者や近隣住民等からの苦情やトラブル等に

ついては、その解決に向けて誠実・迅速に対処す

ること。

受託事業者での解決が困難な内容等の場合は、速

やかに市に協議すること。


